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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第72期

第２四半期連結
累計期間

第72期
第２四半期連結
会計期間

第71期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成20年
　　７月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成20年
　　３月31日

売上高 (百万円) 38,311 17,570 105,511

経常利益 (百万円) 505 187 1,432

四半期純利益又は　
当期純損失(△)　　　

(百万円) 220 104 △5,674

純資産額 (百万円) ― 46,243 46,569

総資産額 (百万円) ― 99,910 95,734

１株当たり純資産額 (円) ― 1,504.261,514.64

１株当たり四半期純利
益金額又は
当期純損失金額(△)

(円) 7.18 3.40 △184.55

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 46.3 48.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,444 ― 1,496

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,043 ― △132

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,120 ― △414

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― 13,362 6,840

従業員数 (人) ― 925 978

(注)　１　当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して　　　

　　おりません。　

　　　２　売上高には、消費税等は含まれておりません。　　

　　　３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、また、第

　　71期は１株当たり当期純損失金額が計上されているため記載しておりません。　　
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(人) 925[ 121]

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は[　]内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。

２　臨時従業員は、有期契約社員、パートタイマー及び派遣社員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(人) 873[ 79]

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は[　]内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。

２　臨時従業員は、有期契約社員、パートタイマー及び派遣社員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】
　
(1) 受注実績
　

区分
当第２四半期連結会計期間(百万円)

(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

建設事業 24,071

不動産事業 ―

合計 24,071

　

(2) 売上実績
　

区分
当第２四半期連結会計期間(百万円)

(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

建設事業 17,469

不動産事業 ―

その他の事業 101

合計 17,570

(注)　当連結企業集団では生産実績を定義することが困難であるため、「生産の状況」は記載しておりません。

なお、不動産事業は建設事業に付随して行っております。

　

なお、参考のため、提出会社個別の事業の状況は次のとおりであります。

建設事業における受注工事高及び施工高の状況

①　受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高

　

期別 工事別

前期
繰越
工事高
(百万円)

期中
受注
工事高
(百万円)

計

(百万円)

期中
完成
工事高
(百万円)

期末繰越工事高

期中
施工高
(百万円)

手持
工事高
(百万円)

うち施工高

比率
（％）

金額
(百万円)

第72期第２四半期
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

土木 37,1677,19144,3597,59636,76249.118,0538,841

建築 39,30916,87956,1899,87246,31620.99,69211,417

計 76,47724,071100,54817,46983,07933.427,74620,259

第71期
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

土木 66,66122,86589,52747,84041,68645.218,82837,229

建築 43,50361,078104,58157,19747,38420.79,79355,676

計 110,16583,943194,109105,03889,07032.128,62192,905

(注) １　前期以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、期中受注工事高にその増減額を

含んでおります。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれております。

２　期末繰越工事高の施工高は、支出金により手持工事高の施工高を推定したものであります。

３　期中施工高は(期中完成工事高＋期末繰越施工高－前期繰越施工高)に一致いたします。
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②　完成工事高

　

期別 区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

第72期第２四半期
(自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日)

土木工事 3,331 4,265 7,596

建築工事 81 9,791 9,872

計 3,412 14,056 17,469

(注) １  完成工事のうち主なものは、次のとおりであります。

　  第72期第２四半期　請負金額10億円以上の主なもの

イオンモール㈱ イオンモール鈴鹿活性化工事

イオンモール㈱ イオンモール倉敷活性化工事

大阪府 一級河川寝屋川新家調節池築造工事(本体工)

２  完成工事高総額に対する割合が100分の10以上に該当する相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおり

であります。

　  第72期第２四半期

イオン㈱ 3,023百万円 17.3％

イオンモール㈱ 3,000百万円 17.2％

東京製鐵㈱ 1,779百万円 10.2％

　

③　手持工事高（平成20年９月30日現在）

　

区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

土木工事 18,034 18,728 36,762

建築工事 811 45,505 46,316

計 18,845 64,233 83,079

(注)　手持工事のうち請負金額20億円以上の主なものは、次のとおりであります。

イオン㈱ イオン加西ショッピングセンター新築工事 平成20年10月完成

国土交通省 胆沢ダム堤体盛立（第１期）工事 平成21年３月完成予定

東京製鐵㈱ 田原工場　圧延機械基礎工事 平成21年３月完成予定

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、エネルギー・原材料価格の高騰や輸出の増勢鈍化

の影響から企業収益が減少した結果、設備投資は横ばいとなりました。さらに、雇用所得の伸び悩みを受

けて個人消費が停滞し、低調な公共投資と相まって景気は停滞しました。

　主たる事業領域である建設業界におきましては、官公庁工事が引き続き低調に推移するなか、民間工事

においても世界規模の金融市場の混乱を受けて新規案件が減少しており、主要資材価格の高止まりと相

まって熾烈な価格競争が続くなど、建設業界を取り巻く環境は一段と厳しさを増しました。

　こうした環境の中で当社グループは、お客様本位に徹し、お客様に高い満足を提供できるよう課題解決

能力・競争力を強化すると共に、経営環境の変化に適応し、収益力を回復すること等をビジョンに掲げ、

お客様本位と利益確保の両立を目指し、グループ一丸となって業績の確保に向けて努力してまいりまし

た。

　当第２四半期連結会計期間の売上高につきましては、175億70百万円となりました。事業別売上高は、建

設事業売上高174億69百万円、その他の事業売上高１億１百万円となりました。利益につきましては、営業

利益１億68百万円、経常利益１億87百万円、四半期純利益１億４百万円となりました。その結果、当第２四

半期連結累計期間の売上高につきましては、383億11百万円となりました。事業別売上高は、建設事業売上

高380億80百万円、その他の事業売上高２億30百万円となりました。利益につきましては、営業利益３億98

百万円、経常利益５億５百万円、四半期純利益２億20百万円となりました。なお、所在地別セグメントの業

績につきましては、在外連結子会社及び在外支店がないため記載しておりません。

 

(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、第１四半期連結

会計期間末残高から82億32百万円減少し、133億62百万円となりました。当第２四半期連結会計期間にお

ける各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動による資金の減少は41億６百万円であり、その主な要因は未成工事支出金の増加によるもの

であります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動による資金の増加は３億86百万円であり、その主な要因は定期預金の払戻による収入による

ものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動による資金の減少は45億12百万円であり、その主な要因は短期借入金の減少によるものであ

ります。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費の総額は39百万円であります。

　なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

　特に記載する事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 124,500,000

計 124,500,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 31,704,40031,704,400
ジャスダック証券取
引所

―

計 31,704,40031,704,400― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年９月30日 ― 31,704 ― 5,296 ― 4,314
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(5) 【大株主の状況】

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

有限会社百栄 岡山市今４―９―23 8,417 26.55

財団法人大本育英会 岡山市内山下１―１―13 5,094 16.07

有限会社大百興産 岡山市今４―９―23 2,140 6.75

大　本　榮　一 岡山市 1,412 4.46

株式会社中国銀行 岡山市丸の内１―15―20 1,324 4.18

大　本　百　稔 東京都渋谷区 1,322 4.17

大本組従業員持株会 岡山市内山下１―１―13 1,192 3.76

大　本　愛　子 岡山市 501 1.58

モルガンスタンレーアンドカン
パニーインク　　　　　　　　　
(常任代理人　モルガン・スタン
レー証券株式会社）

1585 BROADWAY NEW YORK,NEW YORK       
10036,U.S.A.
(東京都渋谷区恵比寿４―20―３)

191 0.60

ザバンクオブニューヨークト
リーティージャスデックアカウ
ント
(常任代理人　株式会社三菱東京
ＵＦＪ銀行)

AVENUE DES ARTS,35 KUNSTLAAN,1040
BRUSSELS,BELGIUM
(東京都千代田区丸の内２―７―１)

188 0.59

計 ― 21,785 68.71

(注)　当社は自己株式を962千株(持株比率3.04％)保有しておりますが、当該株式には議決権がないため上記の大株主か

ら除外しております。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ─ ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ─ ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 962,000

─ ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

30,548,000
30,548 ―

単元未満株式 普通株式 194,400 ─ １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 31,704,400 ─ ─

総株主の議決権 ─ 30,548 ─

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の名義書換失念株式が1,000株(議決権

１個)含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式474株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社大本組

岡山市内山下１―１―13 962,000 ― 962,000 3.04

計 ― 962,000 ― 962,000 3.04

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 434 428 414 382 364 360

最低(円) 300 400 364 325 330 300

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」

（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 ※２
 12,880

※２
 6,858

受取手形・完成工事未収入金等 34,488 39,371

有価証券 2,600 －

未成工事支出金 30,053 28,784

不動産事業支出金 818 577

材料貯蔵品 409 58

未収入金 3,761 4,825

その他 1,394 1,079

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 86,404 81,555

固定資産

有形固定資産 ※1, ※3
 5,533

※1, ※3
 5,624

無形固定資産 573 696

投資その他の資産

投資有価証券 6,288 6,846

長期貸付金 104 121

その他 1,239 1,122

貸倒引当金 △233 △232

投資その他の資産合計 7,399 7,858

固定資産合計 13,506 14,179

資産合計 99,910 95,734
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 17,661 17,582

短期借入金 ※４
 5,500 －

1年内返済予定の長期借入金 48 48

未払金 253 5,106

未払法人税等 61 59

未成工事受入金 20,983 16,856

不動産事業受入金 250 －

完成工事補償引当金 123 146

賞与引当金 503 527

工事損失引当金 306 543

その他 315 472

流動負債合計 46,007 41,344

固定負債

長期借入金 24 48

退職給付引当金 3,249 3,260

役員退職慰労引当金 725 672

繰延税金負債 1,094 1,225

その他 2,565 2,615

固定負債合計 7,659 7,820

負債合計 53,666 49,165

純資産の部

株主資本

資本金 5,296 5,296

資本剰余金 4,315 4,315

利益剰余金 35,458 35,591

自己株式 △480 △478

株主資本合計 44,589 44,724

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,654 1,845

評価・換算差額等合計 1,654 1,845

純資産合計 46,243 46,569

負債純資産合計 99,910 95,734
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高

完成工事高 38,311

売上高合計 38,311

売上原価

完成工事原価 35,489

売上原価合計 35,489

売上総利益

完成工事総利益 2,821

売上総利益合計 2,821

販売費及び一般管理費

販売費及び一般管理費合計 ※１
 2,422

営業利益 398

営業外収益

受取利息 63

受取配当金 65

受取賃貸料 70

その他 1

営業外収益合計 201

営業外費用

支払利息 38

賃貸収入原価 31

シンジケートローン手数料 15

その他 8

営業外費用合計 93

経常利益 505

特別利益

固定資産売却益 ※２
 5

貸倒引当金戻入額 0

その他 1

特別利益合計 6

特別損失

固定資産売却損 ※３
 0

投資有価証券評価損 235

その他 4

特別損失合計 239

税金等調整前四半期純利益 272

法人税、住民税及び事業税 51

法人税等合計 51

四半期純利益 220
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高

完成工事高 17,570

売上高合計 17,570

売上原価

完成工事原価 16,206

売上原価合計 16,206

売上総利益

完成工事総利益 1,364

売上総利益合計 1,364

販売費及び一般管理費

販売費及び一般管理費合計 ※１
 1,195

営業利益 168

営業外収益

受取利息 36

受取配当金 0

受取賃貸料 35

その他 1

営業外収益合計 73

営業外費用

支払利息 20

賃貸収入原価 15

シンジケートローン手数料 12

その他 5

営業外費用合計 54

経常利益 187

特別利益

ゴルフ会員権売却益 0

貸倒引当金戻入額 0

その他 0

特別利益合計 0

特別損失

固定資産売却損 ※２
 0

投資有価証券評価損 57

その他 0

特別損失合計 57

税金等調整前四半期純利益 129

法人税、住民税及び事業税 25

法人税等合計 25

四半期純利益 104
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 272

減価償却費 242

退職給付引当金の増減額（△は減少） △10

賞与引当金の増減額（△は減少） △24

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △22

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1

工事損失引当金の増減額（△は減少） △237

受取利息及び受取配当金 △128

支払利息 38

投資有価証券評価損益（△は益） 235

ゴルフ会員権評価損 2

固定資産除却損 0

固定資産売却損益（△は益） △4

投資有価証券売却損益（△は益） 0

ゴルフ会員権売却損益（△は益） △0

売上債権の増減額（△は増加） 4,883

未成工事支出金の増減額（△は増加） △1,268

たな卸資産の増減額（△は増加） △591

仕入債務の増減額（△は減少） 79

未成工事受入金の増減額（△は減少） 4,126

その他の流動資産の増減額（△は増加） 775

その他の流動負債の増減額（△は減少） △1,249

その他の固定資産の増減額（△は増加） 25

その他の固定負債の増減額（△は減少） 3

未払消費税等の増減額（△は減少） △428

未収消費税等の増減額（△は増加） △211

小計 6,510

利息及び配当金の受取額 118

利息の支払額 △36

特別退職金の支払額 △3,122

法人税等の支払額 △25

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,444
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（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △3,518

定期預金の払戻による収入 1,918

有価証券の取得による支出 △1,100

有価証券の償還による収入 600

有形固定資産の取得による支出 △19

有形固定資産の売却による収入 54

無形固定資産の取得による支出 △2

投資有価証券の取得による支出 △303

投資有価証券の売却による収入 2

投資有価証券の償還による収入 300

貸付金の回収による収入 23

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,043

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 5,500

長期借入金の返済による支出 △24

自己株式の取得による支出 △1

自己株式の売却による収入 0

配当金の支払額 △353

財務活動によるキャッシュ・フロー 5,120

現金及び現金同等物に係る換算差額 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 6,522

現金及び現金同等物の期首残高 6,840

現金及び現金同等物の四半期末残高 13,362
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

会計処理基準に関する事項

の変更

重要な資産の評価基準の変更

たな卸資産

　材料貯蔵品として保有するたな卸資産に

ついては、従来、原価法によっておりまし

たが、第１四半期連結会計期間より「棚卸

資産の評価に関する会計基準」(企業会計

基準委員会　平成18年７月５日　企業会計

基準第９号)を適用し、原価法(貸借対照表

価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法)に変更しております。

　これによる損益に与える影響はありませ

ん。

 

　

【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

１　一般債権の貸倒見積高　

　　の算定方法

　当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績

率等が前連結会計年度末に算定したもの

と著しい変化がないと認められるため、前

連結会計年度末の貸倒実績率等を使用し

て貸倒見積高を算定しております。

 

２　法人税等並びに繰延税

　　金資産及び繰延税金負

　　債の算定方法

　法人税等の算定に関しては、加味する加

減算項目や税額控除項目を重要なものに

限定する方法によっております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関し

ては、前連結会計年度末以降に経営環境

等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい

変化がないと認められるため、前連結会計

年度において使用した将来の業績予測や

タックス・プランニングを利用する方法

によっております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、6,528百万円

であります。

 

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、6,492百万円で

あります。

 

※２　取引先の金融機関からの借入に対し、現金預金（定

期預金）８百万円を担保に供しております。

 

※２　取引先の金融機関からの借入に対し、現金預金（定

期預金）８百万円を担保に供しております。

 

※３　固定資産の取得価額から直接控除した圧縮記帳額

は、次のとおりであります。

　土地　　　　　　　　　　　　　　　　23百万円

 

※３　固定資産の取得価額から直接控除した圧縮記帳額

は、次のとおりであります。

　土地　　　　　　　　　　　　　　　　23百万円

 

※４　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引金融機関13社と貸出コミットメント契約を締

結しております。

　貸出コミットメント契約に基づく当第２四半期連

結会計期間末の借入未実行残高は次のとおりであり

ます。なお、貸出コミットメント契約につきまして

は、財務制限条項が付されております。

　貸出コミットメントの総額　　　　10,000百万円

　借入実行残高　　　　　　　　　　 2,500百万円

　差引額　　　　　　　　　　　　　 7,500百万円

 ４　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引金融機関13社と貸出コミットメント契約を締

結しております。

　貸出コミットメント契約に基づく当連結会計年度

の借入未実行残高は次のとおりであります。なお、貸

出コミットメント契約につきましては、財務制限条

項が付されております。

　貸出コミットメントの総額　　　　10,000百万円

　借入実行残高　　　　　　　　　　　　―百万円

　差引額　　　　　　　　　　　　　10,000百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

　は次のとおりであります。

　　従業員給料手当 613百万円

　　退職給付引当金繰入額 78百万円

　　賞与引当金繰入額 227百万円

　　役員退職慰労引当金繰入額 96百万円

　　減価償却費 57百万円

　　通信交通費 182百万円

 

※２　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

　　機械装置 ５百万円

 

※３　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

　　車両運搬具 ０百万円

　　工具器具・備品 ０百万円

　　計 ０百万円

 

　

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

　は次のとおりであります。

　　従業員給料手当 238百万円

　　退職給付引当金繰入額 36百万円

　　賞与引当金繰入額 168百万円

　　役員退職慰労引当金繰入額 59百万円

　　減価償却費 29百万円

　　通信交通費 85百万円

※２　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

　　車両運搬具 ０百万円

　　工具器具・備品 ０百万円

　　計 ０百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末

残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係

 

　現金預金勘定 12,880百万円

　預入期間が３か月を超える

　定期預金
△1,618百万円

　取得日から３か月以内に償還

　期限の到来する短期投資（有

　価証券）

2,100百万円

　現金及び現金同等物 13,362百万円

　

　

(株主資本等関係)

　
当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日　

至 平成20年９月30日)

１　発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 31,704,400

　

２　自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 962,474

　

３　新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 353 11.5平成20年３月31日平成20年６月30日 利益剰余金

　

　(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間末後となるもの

　　　該当事項はありません。
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(リース取引関係)

　

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変

動が認められないため、記載しておりません。

　

(有価証券関係)

　

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度末に比べて著しい変動が

認められないため、記載しておりません。

　

(デリバティブ取引関係)

　

デリバティブ取引を行っていないので、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

　

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

　

　該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

及び当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める建設事業の割合がいずれも90％を超えて

いるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

及び当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　在外連結子会社及び在外支店がないため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

及び当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　海外売上高がないため、海外売上高の記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 1,504.26円１株当たり純資産額 1,514.64円

　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 46,243 46,569

普通株式に係る純資産額(百万円) 46,243 46,569

差額の主な内訳(百万円) ― ―

普通株式の発行済株式数(千株) 31,704 31,704

普通株式の自己株式数(千株) 962 958

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(千株)

30,741 30,746

　

２　１株当たり四半期純利益金額等

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
 至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益
金額

7.18円

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

―円

１株当たり四半期純利益
金額

3.40円

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

―円

(注)１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　２　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
 至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益
(百万円)

220 104

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 220 104

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳
(百万円)　

― ―

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 30,743 30,742

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月７日

　株 式 会 社  大　本　組

　　取　締　役　会　御中

　

監 査 法 人 ト　ー　マ　ツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　石　黒 　   訓      　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　三　宅      昇　　　　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　鈴　木　朋　之          印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社大本組の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成

20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月

30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社大本組及び連結子会社の平成20年９

月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営

成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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